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論文

運動器検診実施の背景と保健教材の可能性

岩間　英明

About a background of the musculoskeletal examination enforcement

and possibility of the health teaching materials

IWAMA Hideaki

 要　　旨
　2016年から学校健康診断に運動器検診が追加実施された。その背景を省察してみると、単に医科学
的立場からみたオーバーユースやマルユースといった運動の方法や仕方による問題だけでなく、子どもを
取り巻く幅広い健康問題が存在していることがわかる。さらに、それらの問題を保健教育の中核を担う
べき保健授業の立場から考察してみると、優れた保健教材になり得る可能性を持っており、運動器検診
を保健授業のテーマにすることは、学校における今後の保健教育の一つの方向性を示すことにつながる。
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Ⅰ．はじめに
　学校保健安全法施行規則の改正に関する文部

科学省令1）により、2016（平成28）年から児童生徒

等の健康診断の検査項目等の見直しが行われ、学

校保健における運動器検診が始まった。学校にお

ける健康診断は、児童生徒等の健康の保持増進を

図り、学校における保健管理に基づく円滑な学校

運営とともに、学校教育の成果を上げるために重要

なものとして位置づけられる。学校の健康診断の

項目については、子どもたちを取り巻く環境の変化

や健康課題の変遷等を踏まえ、時代に応じた見直

しがなされ、1994（平成6）年に検査項目の改正が

行われたが、近年の児童生徒等の健康問題を踏ま

え今回の新たな見直しとなった。

　運動器検診は運動器疾患・障害を早期に発見し

て治療するとともに、その予防も目的として、今回の

改正で検査項目に「四肢の状態」を必須項目として

加えられ、『四肢の形態及び発育並びに運動器の

機能の状態に注意すること』が規定されている。こ

うした一連の動きの背景には子どもの体力・運動

能力に関する諸問題とりわけ、子どもの運動実施の

二極化と、それに伴うスポーツ障害の発生があげ

られる。さらには、中高年期に見られるロコモティ

ブシンドローム（運動器症候群）の発生による「要

介護になる」リスクの回避や低減といった将来的な

視点、あるいは社会保険制度等の社会的な視点に

基づくものである。

　そこで、本研究は運動器検診の実施の背景と

なっている現在の子どもの健康課題を、①子ども

の運動の二極化による体力･運動能力低下や偏り、

②運動過多（オーバーユース）、不適切な体の使い

方（マルユース）、③スポーツ障害の考え方、の3つ

の視点から捉え、その問題点を整理して運動器検

診がもつ意味について保健教育の立場から再考し、

運動器検診の保健教材としての可能性を探ると共

に、学校における今後の保健教育の一つの方向性

を示すことを目的としている。

Ⅱ．�学校における健康診断と保
健教育

1．�学校における保健教育
　保健教育の上位概念である「学校保健とは何

か」という定義については、文部科学省設置法第4

条第12号で「学校保健（学校における保健教育及

び保健管理をいう。）」2）と規定されている。また、

文部科学省のホームページの「学校保健の推進」

という項目の冒頭でも「学校保健とは、学校におい

て、児童生徒等の健康の保持増進を図ること、集

団教育としての学校教育活動に必要な健康や安全

への配慮を行うこと、自己や他者の健康の保持増

進を図ることができるような能力を育成することな

ど学校における保健管理と保健教育であり、文部

科学省においては、これらの充実のために様々な

施策を推進しています。（下線は筆者）」3）と示して

いる。

　また、吉田4）も同様に、先行研究から「学校保健

とは、学校という教育の施設で職員や生徒等の健

康を保持・増進するための一切の活動をいう。」5）、

「学校保健は、学徒及び教職員の心身の健康の

保持増進と、国民として必要な健康生活の実践力

を養うために必要な指導と管理をいう。」6）と述べ、

保健が保健教育と保健管理という二つの領域から

捉えられるとしている。

　以上のような保健教育の定義と考え方に立って、

保健教育について概観してみると、そのねらいは

「健康への理解と自らの健康を保持増進するため

の行動を選択、決定、実践していく力を育成してい

くことにある。」といえよう。この点について学校教

育内容の基準である学習指導要領でも、

〔中学校学習指導要領　保健分野の目標〕7）

　個人生活における健康・安全に関する理解を通

して、生涯を通じて自らの健康を適切に管理し、改

善していく資質や能力を育てる。（下線は筆者）
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〔高等学校学習指導要領　保健科の目標〕8）

　個人及び社会生活における健康・安全について

理解を深めるようにし、生涯を通じて自らの健康を

適切に管理し、改善していく資質や能力を育てる。

（下線は筆者）

　と中学校、高等学校共に全く同様の内容を示し

ている。こうした考え方は、現代社会において健康

に対する考え方の基軸となっているWHOの提唱し

た21世紀の健康戦略で、新しい健康観に基づくヘ

ルスプロモーションについて述べている、「ヘルス

プロモーションとは、人々が自らの健康とその決定

要因をコントロールし、改善することができるように

するプロセス」という理念とも合致するものである。

2．�学校における健康診断の変遷

　1872（明治5）年に学制が公布され教育制度は

確立したものの、当時は知的偏重に傾き、児童生

徒等の健康状態への配慮に欠け、学生の不健康、

病弱が目立ち、休学、退学、死亡するものが相次い

でいたため、その対応策としてアメリカから西洋体

操を導入した。こうした状況の中で、学校の健康診

断は1878（明治11）年、体操実施後の効果判定の

目的から実施され、当時はこれを「活力検査」と呼

び、これが学校における健康診断の始まりとされる。

その後健康診断は、それぞれの時代の衛生環境や

社会情勢などにより、見直しがされてきた。主な健

康診断の内容の変遷を挙げてみると以下のように

なる9）。

（1）�1878（明治11）年　活力検査　体操の効果判

定

　　　�体長・体重・臀囲（でんい）・胸囲・指極（し

きょく）・力量・握力・肺量

（2）�1897（明治30）年　学生生徒身体検査規程公

布　公立学校は1900（明治33）年に適用

　　　�身長・体重・胸囲・脊柱（せきちゅう）・体

格・視力・眼疾・聴力・耳疾・歯牙・その他

疾病

（3）�1937（昭和12）年　学校身体検査規程公布

　　　�新たに座高・栄養・胸郭・鼻咽頭（びいんと

う）・皮膚、その他の疾病・異常に「骨及び

関節の異常、四肢運動障害」が追加

（4）�1944（昭和19）年　学校身体検査規定改正

　　　寄生虫病、結核検査の追加

（5）�1958（昭和33）年　学校保健法制定　形態だ

けでなく健康状態の評価

　　　�身長・体重・胸囲及び座高、栄養状態、脊柱

（せきちゅう）及び胸郭、視力・色神及び聴

力、眼疾・耳鼻咽頭疾患（じびいんとうしっ

かん）及び皮膚疾患、歯の疾病、結核、寄生

虫卵、その他の疾病

（6）�2009（平成21）年　学校保健安全法施行　心

の問題を含む様 な々健康課題

　　　�学校保健に関する責務の明確化、保健指導

におけるコーディネータとしての養護教諭の

役割、医療機関・福祉機関との連携

　こうして健康診断の内容項目の変遷を辿ってみ

ると、近代学校教育制度の創始時期である明治前

期に取り上げられた学校衛生施策は、伝染病の予

防・学校環境衛生・健康管理の問題であった。明

治後期に入ると学校医制度の実施によって学校衛

生の基礎が成立したとして、体力検査的な項目は

いっさいこれを削除し、健康診断中心に改変され、

脊柱・体格・視力・眼疾・聴力・耳疾・歯牙・其他

疾病の項目が加えられる。疾病としては、特に腺

病・栄養不良・貧血・脚気・肺結核・頭痛・神経衰

弱・其の他慢性疾患が注意される。昭和に入って

からは、戦時体制ということもあり、新たに座高・

栄養・胸郭・鼻咽頭・皮膚等の検査項目が加わり、

特に視力（屈折異常）歯牙その他疾病異常の検査

が精密となる。また、学校衛生の重点は結核対策

に置かれるようになり、年1回以上の結核検査が義

務づけるようになった。大戦直後は、結核・回虫等

腸内寄生虫などの対策が急務となっていたが、昭

和30年代になるとこうした学校保健の課題は概ね
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解決され、学校保健管理の総合法ともいえる学校

保健法が制定されるに至った10）。現代ではかつて

猖獗を極めた結核、トラコーマ、伝染性皮膚疾患に

代わって、う歯や近視あるいは先天性または遺伝性

疾患、アレルギー性疾患、日常生活習慣を要因とし

た様々な不定愁訴や起立性調節障害、肥満、さら

には高血圧、高脂血、貧血などが学校保健上の問

題である11）。このように健康診断の内容項目の変

遷をみると、その時代に問題となっていた児童生徒

の健康課題が浮き彫りになっているともいえると同

時に、今回の改正による運動器検診実施が持つ意

味はこれまでの健康診断の変遷と同様、現在の児

童生徒が抱える運動及びそれに付随する健康問題

が決して小さなものではないことを物語っていると

いえよう。

3．�教育としての健康診断

　学校における健康診断は、学校における保健管

理について定めた学校保健安全法の中核に位置す

ると同時に、学習指導要領においても、特別活動

の中の健康安全・体育的行事として位置付けられ

ており、教育活動として実施されるという一面も

持っている12）といわれており、健康診断は学校生

活を送る上で必要な身体状況や疾病をスクリーニ

ングし健康状態を把握するという役割と、学校に

おける健康課題を明らかにして健康教育に役立て

るという、大きく二つの役割があるといえる。

　特に教育という面について、中学校学習指導要

領では「第5章特別活動　第2各活動・学校行事の

目標及び内容　学校行事　2内容（3）健康安全・

体育的行事」の項目において13）、

　心身の健全な発達や健康の保持増進などにつ

いての理解を深め、安全な行動や規律ある集団行

動の体得、運動に親しむ態度の育成、責任感や連

帯感の涵養、体力の向上などに資するような活動を

行うこと（下線は筆者）

と示されている。

　また、学習指導要領解説特別活動編「ア　健康

安全・体育的行事のねらいと内容」では14）、

　〜略〜健康安全・体育的行事としては、健康診

断、薬物乱用防止指導、防犯指導、交通安全指導、

避難訓練や防災訓練、健康・安全や学校給食に関

する意識や実践意欲を高める行事、運動会（体育

祭）、競技会、球技会などが考えられる。これらの

行事の中には、学校保健安全法や消防法の規定

に従って実施されるものもあるが、いずれも学校教

育の内容として取り上げる以上、それぞれのねらい

を明らかにし、教育的な価値を十分に生かすよう

に配慮することが大切である。また、このような健

康安全・体育的行事を行うに当たっては、総則の

第1の3の趣旨が十分に生かされるように、特に配

慮することが必要であると健康診断の学校教育に

おける位置づけを示している（下線は筆者）。

さらに「イ　実施上の留意点」では15）、

（ア）健康・安全に関する行事において、例えば、

健康診断を実施する場合には、健康診断や健康な

生活のもつ意義、人間の生命の尊さ、異性の尊重、

健康と環境との関連などについて、学級活動、生徒

会活動及び各教科、道徳などの内容との密接な関

連を図り、健康・安全に関する指導の一環としてそ

の充実を期すこと。その際、参加の心構えなどにつ

いて理解させ、関心をもたせるようにするとともに、

事後においては、例えば、体に疾病などが発見され

た生徒の措置、事故や災害から自他の安全を守る

ことの意義などの指導について十分配慮すること

（下線は筆者）

と健康診断を学校教育の一環として捉える視点を

示している。学校教育の基準である学習指導要領

において、健康診断が教科・領域と関連させた教



地域総合研究　第18号　Part 1

11

育活動としての取り組みを求められている以上、本

研究の対象となっている運動器検診もこれまでの

健康診断項目と同様に、健康に関する教育及び指

導につなげていかなければならないことは明白で

ある。

Ⅲ．運動器検診実施の背景

1．�「今後の健康診断の在り方等に関
する検討会」の報告

　運動器検診実施の背景には、近年の子どもの体

力・運動能力、あるいは運動そのものに対する取り

組み方などの問題が大きく影響しており、そうした

子どもの実態が学校における健康診断の見直しに

連関している。文部科学省の調査研究協力者会議

である「今後の健康診断の在り方等に関する検討

会」（以下、検討会とする）が、学校の健康診断の

在り方について2013（平成25）年12月に「今後の健

康診断の在り方等に関する意見」16）としてとりまと

め報告している。その中で健康診断の項目につい

て、環境の変化や健康課題の変遷等を踏まえ、見

直していく必要があるものとして4項目をあげており、

その一つが運動器に関する検診であり、検討会で

は次のように提言している。

○�現代の子供たちには、過剰な運動に関わる問題

や、運動が不足していることに関わる問題など、

運動器に関する様々な課題が増加している。こ

れらの課題について、学校でも、何らかの対応を

することが求められており、その対応の一つとし

て、学校の健康診断において、運動器に関する

検診を行うことが考えられる。その際には、保健

調査票等を活用し、家庭における観察を踏まえ

た上で、学校側がその内容を学校医に伝え、学

校医が診察するという対応が適当である。そこ

で異常が発見された場合には、保健指導や専門

機関への受診等、適切な事後措置が求められる。

○�運動器に関する検診の実施に当たっては、担任、

保健体育の教諭、養護教諭、学校医等に対して、

整形外科医等の専門的な立場から、研修等に

よって助言を得る機会を積極的に設けることが

重要である。（下線は筆者）

　文部科学省では検討会の意見を踏まえ、「学校

保健安全法施行規則の一部を改正する省令（平

成26年文部科学省令第21号）」を公布し、2016

（平成28）年4月から児童生徒等の健康診断に係

る改正規定等が施行されることとなった。運動器

検診はその中の児童生徒等の健康診断の「検査

の項目並びに方法及び技術的基準（第6条及び第7

条関係）」に関する内容として、「四肢の状態を必

須項目として加えるとともに、四肢の状態を検査す

る際は、四肢の形態及び発育並びに運動器の機能

の状態に注意することを規定すること。」17）と示さ

れ、新たな検査項目として付加されることとなった

のである。

　運動器に関する検診は歴史的にみれば、前述し

た1937（昭和12）年学校身体検査規程「骨及び関

節の異常、四肢運動障害」の追加、及び1994（平

成6）年の「学校保健法施行規則の一部小児保健

研究を改正する省令の施行及び今後の学校におけ

る健康診断の取扱いについて（通知）」18）の「健康

診断の方法及び技術的事項の補足的事項につい

て」の中で「脊柱および胸郭の検査については、骨、

関節の異常及び四肢の状態にも注意すること（補

足的事項6（6））」といった記載が見られるなど、こ

れまでも同様の内容を見ることはできる。その背景

にはそれぞれ、急速な戦時体制への社会の転換や、

子どもの身体の異常などが考えられる。今回の運

動器検診でも、現代の子どもたちが抱えるいわゆ

る運動の二極化の問題に加え、高齢社会における

ロコモティブシンドローム（運動器症候群）による

QOLの問題が存在していることは想像に難くない。
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2．�運動の二極化がもたらす課題

1）全国調査にみる体力 ･ 運動能力低下の問題
　近年、子どもの体力は長期的に低下傾向にある。

文部科学省が昭和39年から行っている「体力・運

動能力調査」によると、「昭和60年ごろを境に子ど

もの走る力、投げる力、握力などは、全年代におい

て長期的に低下の一途をたどっている。」19）と2002

（平成14）年の第24回中央教育審議会（以下、中

教審）において指摘された。15年近く経った現在で

も、「新体力テスト施行後の18年間の合計点の年

次推移をみると、ほとんどの年代で、緩やかな向上

傾向を示しているものの、長期的にみると、握力及

び走、跳、投能力にかかる項目は、体力水準が高

かった昭和60年頃と比較すると、中学生男子及び

高校生男子の50m走を除き、依然低い水準になっ

ている。」20）と示されており、子どもの体力・運動

能力は短期的には緩やかな向上が見られるものの、

長期的には相変わらず低下傾向が見られると指摘

されている。こうした実態は最初の指摘から時間的

にもかなり経っている上、マスコミでも毎年取り上げ

られている状況にあることから、子どもの体力運

動能力の低下は、単に学校教育だけの問題である

ことを越えて、社会的な問題として一般に定着した

感すらある。この間、文部科学省を始めとした教育

行政機関も重点施策の一つとして対策を進めてお

り、それを受ける形で各学校レベルにおいても、学

級担任や保健体育科担当教員などを中心に体力

向上の取り組みを進めてきた。しかし、現時点では

問題解決までには至っていないのが現状である。

　平成28年度全国体力・運動能力、運動習慣等調

査報告書21）によれば、図1に示した通り、2016（平

成28）年度の体力合計点の平均は、小学校は男子

が53.9点、女子が55.5点、中学校は男子が42.0点、

女子が49.4点で、女子は小学校及び中学校ともに

2008（平成20）年度の本調査開始以降、最も高い

値であった。また、小学校男子は2013（平成25）年

度以降、ほとんど変化が見られていないものの、中

学校男子は最も高い値だった2012（平成24）年度

に近い値となっている。

　種目別にみると、小学校では、男子の上体起こし、

反復横とび、20mシャトルラン、女子の上体起こし、

反復横とび、20mシャトルラン、50m走が、平成20

年度の本調査開始以降、最も高い値であった。中

学校では、男子の反復横とび、20mシャトルラン、女

子の上体起こし、反復横とび、20mシャトルラン、

50m走、立ち幅とび、持久走が、本調査開始以降、

最も高い値であった。長座体前屈は大きな変動は

見られなかった（図2～図8）。

　一方、小学校では2009（平成21）年度以降、男

子のソフトボール投げが低下しており、本調査開始

以降、最も低い値であった。中学校でも、男子の握

力、ハンドボール投げ注1が本調査開始以降、低下

し続けており、最も低い値であった（図9・10）。

図 1　体力合計点

20 21 22 24 25 26 27 28
年度

小５男子 54.19 54.19 54.36 54.07 53.87 53.91 53.81 53.93

小５女子 54.85 54.60 54.91 54.87 54.71 55.01 55.19 55.54

中２男子 41.42 41.30 41.54 42.11 41.69 41.63 41.80 42.00

中２女子 48.29 47.87 47.99 48.62 48.31 48.55 48.96 49.41

40.00
42.00
44.00
46.00
48.00
50.00
52.00
54.00
56.00
58.00
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図 3　反復横とび

図 2　上体起こし

20 21 22 24 25 26 27
28年
度

小5男子 40.99 40.81 41.47 41.59 41.42 41.61 41.60 41.97

小5女子 38.77 38.49 39.18 39.24 39.07 39.37 39.56 40.06

中2男子 50.49 50.48 51.01 51.48 51.08 51.31 51.63 51.90

中2女子 44.57 44.57 44.99 45.49 45.27 45.64 46.10 46.59

37.00
39.00
41.00
43.00
45.00
47.00
49.00
51.00
53.00（回）

20 21 22 24 25 26 27 28
年度

小5男子 19.12 19.28 19.28 19.44 19.54 19.56 19.58 19.67

小5女子 17.63 17.65 17.75 17.93 18.06 18.26 18.41 18.60

中2男子 26.70 26.67 26.87 27.43 27.50 27.36 27.35 27.36

中2女子 22.21 22.04 22.25 22.77 22.96 22.99 23.18 23.37

16.00
18.00
20.00
22.00
24.00
26.00
28.00（回）

図 4　20m シャトルラン

20 21 22 24 25 26 27 28
年度

小5男子 49.39 50.06 51.28 51.60 51.40 51.67 51.64 51.88

小5女子 38.72 38.74 39.68 39.95 39.67 40.30 40.70 41.29

中2男子 83.36 83.13 84.15 85.77 84.72 85.02 85.28 85.90

中2女子 56.30 56.22 56.19 57.64 57.00 57.50 57.79 58.50

35.00
45.00
55.00
65.00
75.00
85.00（回）
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図 5　50m 走

図 7　持久走

図 6　立ち幅とび

20 21 22 24 25 26 27
28
年度

小5男子 9.39 9.37 9.38 9.36 9.38 9.38 9.37 9.38

小5女子 9.64 9.64 9.65 9.63 9.64 9.63 9.62 9.61

中2男子 8.06 8.05 8.05 8.02 8.04 8.03 8.01 8.03

中2女子 8.89 8.90 8.90 8.87 8.88 8.87 8.84 8.83

7.80（秒）
8.00
8.20
8.40
8.60
8.80
9.00
9.20
9.40
9.60
9.80

20 21 22 24 25 26 27 28年度
中2男子 396.50 396.81 397.36 392.58 394.63 393.74 393.42 392.59
中2女子 293.15 294.52 295.67 292.88 293.23 291.18 290.60 289.34

287.00（秒）
289.00
291.00
293.00
295.00
297.00

390.00（秒）
392.00
394.00
396.00
398.00
400.00
男子 女子

20 21 22 24 25 26 27
28
年度

小5男子 153.96 153.66 153.45 152.36 152.09 151.71 151.27 151.42

小5女子 145.77 145.14 145.28 144.94 144.59 144.79 144.80 145.34

中2男子 195.30 194.65 195.31 195.33 193.72 193.44 194.11 194.66

中2女子 166.59 165.97 166.47 167.08 166.10 166.47 167.23 168.16

140.00
150.00
160.00
170.00
180.00
190.00
200.00（cm）
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図 9　握力

図 8　長座体前屈

20 21 22 24 25 26 27
28
年度

小5男子 17.01 16.96 16.91 16.71 16.64 16.55 16.45 16.47

小5女子 16.45 16.34 16.37 16.23 16.14 16.09 16.05 16.13

中2男子 30.05 29.82 29.70 29.57 29.21 29.00 28.91 28.90

中2女子 24.22 23.96 23.86 23.95 23.74 23.68 23.65 23.72

14.00
16.00
18.00
20.00
22.00
24.00
26.00
28.00
30.00（kg）

20 21 22 24 25 26 27
28
年度

小5男子 32.68 32.55 32.58 32.59 32.73 32.87 33.05 32.88

小5女子 36.64 36.64 36.79 36.70 36.89 37.22 37.45 37.22

中2男子 43.01 42.89 42.97 43.18 43.05 42.87 43.04 42.97

中2女子 44.56 44.42 44.66 45.08 45.15 45.25 45.55 45.47

30.00
32.00
34.00
36.00
38.00
40.00
42.00
44.00
46.00（cm）

図 10　ボール投げ

20 21 22 24 25 26 27
28
年度

小5男子 25.39 25.41 25.23 23.77 23.18 22.89 22.51 22.41

小5女子 14.85 14.61 14.55 14.21 13.92 13.89 13.76 13.87

中2男子 21.27 21.25 21.18 21.15 20.96 20.81 20.61 20.54

中2女子 13.51 13.37 13.20 13.04 12.90 12.81 12.77 12.78

12.00
14.00
16.00
18.00
20.00
22.00
24.00
26.00（m）
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　さらに、2008（平成20）年度以前の子どもの体

力・運動能力調査については「スポーツテスト」を

用いて1964（昭和39）年から実施された「体力･運

動能力調査」22）がある。その結果からは、子どもの

体力は1985（昭和60）年がピークであることがわ

かっている。現在の調査項目と違うため、全項目の

比較はできないが、比較可能な項目について検討

してみると、基礎的運動能力の「走力」の計測種目

である50m走、「投力」の計測種目であるソフト

ボール投げ、ハンドボール投げ、「筋力」の計測種

目である握力などが、全ての集団において低下し

ている状況が図11〜図13からも見てとれる。特に

小学生男子のボール投げ、50m走の低下は著しい

といえる。

　しかし、こうした体力・運動能力の低下が見られ

る一方で、図14に示したように子どもの身長や体重

図 11　50m 走 年次比較 図 12　ボール投げ　年次比較

9.05

9.34

7.90

8.57

9.38
9.61

8.03

8.83

小学生男子 小学生女子 中学生男子 中学生女子

2016年（秒） 1985年 （m）
29.94

17.60

22.10

15.36

22.41

13.87

20.54

12.78

小学生男子 小学生女子 中学生男子 中学生女子

1985年 2016年

図 13　握力 年次比較 図 14　身長・体重の年次比較

（㎏）

18.35 16.93

31.61

25.56

16.47 16.13

28.90

23.72

小学生男子 小学生女子 中学生男子 中学生女子

1985年 2016年

（kg）（cm）
小5
男子

小5
女子

中2
男子

中2
女子

1985年身長 137.7 138.8 157.7 154.4
2016年身長 138.8 140.2 159.9 154.8
1985年体重 32.8 33.1 47.4 46.8
2016年体重 34.0 34.0 48.8 47.2

30.0
32.0
34.0
36.0
38.0
40.0
42.0
44.0
46.0
48.0
50.0

130.0

135.0

140.0

145.0

150.0

155.0

160.0
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といった体格は向上している23）。発育・発達の視

点から考えても、この年代における体力･運動能力

というのは、体位・体格の向上に伴って向上してい

くことが一般的である。しかし、各種グラフが示す

ように体が大きくなっているにも関わらず、体力･運

動能力が低下しているという点は、単なる数字的な

低下以上に、非常に大きな問題を含んでいるといっ

てもよいであろう。中教審でも「体格が向上してい

るにもかかわらず、体力・運動能力が低下している

ことは、体力の低下が深刻な状況であることを示し

ている。」24）と子どもの体力低下についての危機

感を示している。

　子どもの体力低下の問題の直接的原因は「身体

活動量不足」であるが、その背景には運動やス

ポーツをする機会の減少ということだけではなく、

子どものライフスタイルの変化による歩行などの日

常生活における身体を動かす機会の低下や不足な

どもあげられる。こうした身体活動量の不足が運

動器検診実施の一つの要素となっているといえよ

う。

2）数値に表れない体力低下
　これまで述べてきた通り、子どもの体力低下につ

いて「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」は

非常に重要な示唆を与えてくれる調査であることに

間違いはない。しかし、学校現場などでよく話題に

なるのは、集会などで長時間立っていられない、授

業中に机に頬杖をついたり、うつぶせになったりと

いった姿勢の悪さである。こうした子どもの姿は決

して体力調査などによって数字で表すことのできな

い子どもの身体状況を表しているといっても良いだ

ろう。

　また、ことある毎に「疲れた」「だるい」といった

言葉を発する子ども達からは、その言葉の意味の

通りの身体的な問題以外にも、精神的な問題を感

じる。猪飼25）は体力を「身体的要素」と「精神的要

素」の2つの構成要因に分類しているが、こうした

子ども達の言葉は、まさに猪飼が示した精神的要

素としての体力の低下として考えられる。

　以上のような日常生活でごく普通にみられる子ど

もたちの姿勢の悪さや粘り強さのない身体、ある

いは精神的な身体活動の脆弱性といった状況は、

決して数値に表すことはできないものであり、まさ

に「数値化できない体力低下」とも呼ぶべき状況で

ある。

　その意味では、体力テストの数値だけを問題に

して体力や運動能力を捉えることは、子どもの体力

の一面だけしか見ないという危険性を孕んでいる

ことは考えておきたい。

3）身体活動の変容による運動能力の偏り
　近年、子どもの生活における主要な身体活動で

あった運動遊びやスポーツ活動は大きな変容を見

せている。かつて日本中のどこでも見られた「鬼

ごっこ」や「ケンケンパ」などの伝承遊びや、「そり

遊び」や「三角ベース」といったスポーツ要素を含ん

だ運動遊びは、すっかり影を潜めてしまっている。

その代わり現在ではサッカー、野球などのスポーツ

少年団に代表されるこれまで社会体育と呼ばれて

きた地域スポーツや、水泳、ダンスなどに代表され

るスポーツクラブを中心とした商業ベースのスポー

ツ活動が盛んになってきている。

　運動遊びはその多様な動きを含むことで、子ども

の総合的な体力や運動能力の向上を支える役割を

果たすと同時に、子ども自身による自由な身体活動

であることから、遊びを通して運動の楽しさを感じ

とり運動に対する意欲や関心を高めたり、他者との

コミュニケーションを図ったりすることができた。し

かし、大人が介在し社会的に組織された団体に所

属することで、活動内容もある特定のスポーツに特

化した専門的なスポーツ活動としての身体活動へ

と変わってきた。その結果として、そのような組織

に所属している子どもは、そのスポーツ種目に一生

懸命に取り組み、それぞれのスポーツにおける専門

的な運動技術を獲得するようになった反面、その

種目に直接関わらない運動技術や動き方を十分身

につけていないなど、運動能力に偏りがみられる子
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どもも少なくない。

　例えば筆者が小学生に走運動の指導を実施し

た際も、計測タイムはクラスの中でトップであり、動

きの質からも非常に運動能力が高いと思われる子

どもがいた。しかし、地域のサッカークラブに所属

しているというその子どもが、休み時間にドッヂ

ボールを始めると、とたんにボールを上手く投げる

ことができない状況が見られたのである。もちろん、

運動やスポーツにおいて得手不得手というものが

あり、それに個人差があるのは当然だが、その差が

あまりにも大きいことに驚かされたのである。しか

し、こうした例はこの子どもだけの特例的な事例で

はなく、スポーツを専門とする学部や学科に所属す

る大学生の中でさえも見られる現象というのが現

状ではないだろうか。

　指導者としての経験的な肌感覚でいえば、これ

までは個人差はあるものの、何かのスポーツにおい

て高い運動能力を発揮している子どもは、別のス

ポーツや運動においてもある程度のスキルを持ち

合わせていたり、技能の習得が早かったりすること

が多かった。中にはいわゆる「スポーツ万能」とい

われ、多様な種目をかなり上手にこなせる子どもは

クラスに1人や2人必ず存在していた。ところが、最

近はそういう子どもが非常に珍しくなってきている。

　ある種目に関しては非常に上手にこなすけれど

も、それ以外のことはあまり上手く動けない子ども

というのが最近の状況であり、その意味では、前項

で述べた日常生活に見られる「数値化できない体

力低下」同様、数字などに表される表面的な運動

能力低下ということだけを問題にするのではなく、

身体活動をするための「総合力としての体力・運動

能力の低下」というものも、視野に入れていかなけ

ればならないであろう。

3．�運動過多・不適切な体の使い方が
引き起こす子どもの身体の問題

1）運動過多による障害
　運動やスポーツにおける身体活動に伴う一般的

に「ケガ」とよばれるものには大きく「外傷」と「障

害」がある。前者は単発の外的力により組織が損

傷されることで、肉離れ、腱断裂、靱帯断裂、骨折

などが代表的なものである。一方、後者は比較的

長期間に繰り返される運動負荷という外的力に

よって筋肉、腱、靱帯などの微小断裂、骨、滑液包

などの炎症などがあげられる26）。

　運動過多の場合、多くは疼痛からの障害という

形で、子どもの身体に表れるのだが、運動やスポー

ツにおいて同一運動を繰り返すということは避け

て通れないことであり、そのために体の一部分に負

担がかかるのは、ある面仕方のないことである。し

かし、そうした体の使い方が引き起こす問題を見

逃すことはできない。

　スポーツ医学ではこうした反復動作による特定

部位の組織の疲労破綻を「過労性スポーツ障害」

と呼び、オーバーユース（overuse、使いすぎ）をそ

の発生原因としている。オーバーユースはさらに、

マラソンに向け走行距離を上げていく途上疲労骨

折を生じたような絶対的な体の使用量が多い場合

と、野球の投手が総投球数は変わらないものの、

変化球を多投したために肘関節に障害が生じたよ

うな絶対的な使用量は多くないものの、特定部位

の負荷のみが大きい場合に分けられる27）。

　トレーニングは体を消耗させ、ある意味体の一

部を壊す行為であり、トレーニング効果はそれを回

復させる過程で生じる現象であることから、オー

バーロード（overload、過負荷）は運動やスポーツ

のトレーニングを行う際の大原則であり、それ無く

してトレーニングは存在し得ない28）。その意味では

トレーニングとオーバーユースは紙一重の差でしか

ないといっても良いであろう。しかし、それだけに

負荷量や負荷のかけ方を考える必要があるし、さ



地域総合研究　第18号　Part 1

19

らに負荷をかけた後の、それによって生じた疲労を

十分回復させるための手だてや時間が必要となる

のである。

2）体の使い方の問題による外傷
　学校で負傷してスポーツ振興センターから給付

を受けた負傷の総発生率は、2004年以降は横ば

い、年代によっては若干下がっている状況も見られ

るが、骨折に限ってみるとその発生率は増加してお

り、最高値は2008年度の1.57%で、1970年の2.4倍

になっている29）。負傷そのものは少なくなっている

ものの、いったん負傷するとそれは重大事故につな

がってしまっているというのが現状なのであろう。

　学校において子どもの負傷に直接向き合ってい

る養護教諭の話からは「転んだときに手をつかな

いで顔面を強打した。」「ボールが飛んできて、そ

れがよけられないため、そのまま目に当たった。」と

いった事例が数多く出てくる。そのような場合、人

間は特に顔面に対して必ず手を使ったり、よけたり

して、自分の身体を守ろうとするはずである。それ

ができない子どもは、本来的に人間に備わっている

はずの防御動作として運動能力が低下していると

いえるであろう。また、同様の話で「階段を1段抜か

しでぽんと飛び降りたら足の骨を骨折した。」「跳

び箱運動で跳び箱に手をついたときに手首を骨折

した。」という話も聞かれた。単に骨が弱くなった

ということだけではなく、運動能力の一つでもある

危険回避能力が低下しているのが原因とみるべき

であろう。

　以上のような養護教諭が直面しているこうした

例は、子どもたちの学校生活を考えればごくありふ

れた日常生活内の運動行動であるはずなのだが、

こうした運動によって、顔面や眼球を強打したり、

骨折したりという重大事故が発生する状況が、現

在の子どもたちの体の問題を物語っている。同時

に前述した「数値化できない体力低下」「総合力と

しての体力・運動能力の低下」によって「自分の体

を守れない」という問題の存在が明白になっている

ともいえよう。

　こうした問題はすぐに解決策が見つかるもので

はないが、基本的には人間が本来持っている運動

機能を回復させるしか方法はなく、その回復手段と

しては身体活動をすること以外には考えられない

ことから、いかに子どもの身体活動の内容や質及

び量を増やしていくかが重要になるであろう。

3）不適切な体の使い方による障害
　不適切な体の使い方は外傷だけでなく、障害を

も引き起こす原因となっており、スポーツ医学的に

はマルユース（mal-use、誤った体の使い方）と呼び、

オーバーユースと共にスポーツにおける障害の原因

となっている。そのマルユースには大きく二つの原

因が考えられる。

　典型的な例としては、野球をやっている子どもが

腱板損傷などのベースボールショルダー（野球肩）

になってしまったような場合、一つ目の原因として考

えられるのは、投動作の実施において、肘が下

がったまま投げ続けたなど、正しい投球フォームが

身についていなかったり、力任せに投球し関節に

無理な力が加わったりといったスキル（skill、運動

技能）に起因する場合である。

　もう一つは肩関節の柔軟性が低かったり、肩周

辺の筋力が不足していたりということから肩の回旋

運動がうまくいかず、肩に過重な負担がかかって障

害が起きる。こうした運動機能の低下ともいえるタ

イトネス（tightness、身体の固さ）が運動器疾患・

障害の発生に関与していると考えられる場合であ

る30）。

　スキルの問題にしても、タイトネスの問題にして

も、正しいスキルを身につけたり、その運動に必要

な筋力を身につけるためのトレーニングをしたりす

ることで解決するものであり、そのための指導が重

要となる。

　単純な運動構造である柔軟性に関する問題を例

にすると、現在、学校現場において「体前屈」で床

に手先がつかない子どもをよく見る。これは体前屈
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の仕方を知らない子どもが多いことも大きな原因と

して考えられる。体前屈は本来、鼠径部のところか

ら屈曲するのが正しい動き方なのだが、体前屈で

床につかない子どもの大多数は、図15のように骨

盤の上部の腹部から体を曲げている。そういった

子どもに対して、両手を足の付け根につけて、そこ

から体を曲げるように指示すると、相当数の子ども

達が床に手がつくようになり、子どもたち自身から

驚きの声があがる。これは、体前屈に関する体の使

い方、いわゆるマルユースの問題といえる。

　また、タイトネスでは運動器検診の検査項目にも

入っている「屈伸運動」がわかりやすい。図16のよ

うに屈伸をした際、踵が床につかない子が多く、意

識的に踵を床につけようとしてもつけることができ

ない子どもや、背中を丸めるようにしてようやく床に

つく子ども、中には無理して床につけようとして、後

ろへひっくり返ってしまう子どもも少なくない。こう

した子どもは非常に足首の関節が固いため、屈伸

運動だけでなくスポーツにおいて低い姿勢を取ら

なければならないプレーなどは非常に苦手である

ことが多いだけでなく、足首の捻挫なども起こしや

すくなる。このようにタイトネスといわれる運動機能

の低下は、基礎体力の不足や基本的運動能力が

獲得されていないことも原因であることから、マル

ユースにおいても体力･運動能力の低下は大きな要

素であるといえよう。

4）運動器検診の背景を考える
　医学的見地に立てば運動器検診の対象となるの

は、本来、オーバーユースやマルユースを起因とする

スポーツ障害である。しかし、これまで述べてきた

ように子どもの身体の問題を広義に捉えると、子ど

もの運動器の障害という表面に表れている問題の

背景には、現在子どもが抱える身体に関する様々

な問題が含まれていると考えた方がよいであろう。

特に、学校教育における運動器検診という視座に

立てば、その背景要因となっている体力･運動能力

の低下、さらにはその奥深く存在する子どもの運動

の二極化にまで、目を向けなければならないのでは

ないだろうか。

　例えばオーバーユースは文字通り運動量の多さ

や、特定部位の過負荷が問題であるが、その背景

には、指導者の資質の問題であったり、休養を思う

ようにとれない現在の学校の運動部活動や社会体

育のスポーツ少年団の活動であったりといった子ど

もの運動環境がある。また、それだけでなく運動不

足の子どもが、これまで常識的に考えられていた

運動量レベルでも運動障害を引き起こす原因に

なったりしていることも考えられる。

　さらにマルユースに関しても身体の使い方の誤

	 図 15　体前屈（マルユース）	 図 16　屈伸（タイトネス）
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使用といった問題の背景には、早期の専門スポー

ツ化や幼少期からの遊びの喪失による多様な運動

機会の減少や運動不足による総合的な体力・運動

能力の低下、それに伴って起こり得る身体の機能

低下などによる“正しい体の使い方ができない”と

いった問題が見え隠れしている。これらの問題を

構造的に捉えると図17のように表すことができるの

ではないだろうか。

Ⅳ．�スポーツ障害とこれからの保
健教育の在り方

1．�学校教育の立場から子どものス
ポーツ障害を考える

　運動の二極化が体力･運動能力の低下やスポー

ツ障害など、子どもの身体に大きな影響を及ぼして

いることは、これまで述べてきた通りである。それ

は、子どもの健康という問題はもちろん、さらには

社会保険制度など社会的な問題をも包含しており、

これからの学校教育においても、避けては通るこ

とはできない大きな問題となっている。換言すれば、

そうした状況が生じている今だからこそ、そうした

問題を背景に運動器検診が実施されることになっ

たと考えるべきであろう。

　子どもの体力･運動能力の低下の根本には、運

動不足があげられるが、その原因としてこれまでも

「時間」「空間」「仲間」の「3つの間」が減少して

いるという指摘がされてきた。まさにその通りなの

だが、こうした環境に関わる問題は、時代背景、社

会的な制度、社会の風潮などといったものが、多様

に絡んでいるため、一朝一夕に解決できるようなこ

とではないし、ましてや個人ができるレベルを遙か

に超えている。

　また、学校においても子どもの体力低下が叫ば

れる一方で、学力低下がそれ以上に問題視されて

いる状況がある。他にもキャリア教育、道徳教育な

ど、学校教育には数え切れないほどの教育課題が

生じたり、与えられたりしている。そのため、子ども

も教師も体力･運動能力の向上のために割ける時

図 17　運動過多・不適切な体の使い方が引き起こす子どもの身体の問題
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間というのは、学校教育全体の中で非常に限られ

ているのが現状である。

　さらに運動部活動を始めとした課外活動につい

ても、子どものライフスタイルの変化や、運動部活

動の高度化・専門化、あるいはその逆に娯楽化・大

衆化といった活動の内容や仕方が変化してきてい

る。そうした変化は子どもや保護者の部活動に対

する多様な価値観を生成し、運動部活動の持つ意

味や性格自体が大きく変貌しようとしてきている。

これは一般的なスポーツ観の変容と同質のもので

あり、努力・根性・忍耐といった精神論が優先され

るようなスポーツ観が変化してきたのと同様である

と考えられる。

　2014（平成26）年2月に長野県教育委員会が打

ち出した朝の運動部活動の原則禁止31）は全国的に

も論議を呼んだのは記憶に新しい。こうした動きも

これまでの運動部活動に一石を投じたものとなり、

運動部活動そのものの在り方を根本から見直す一

つの機会となったといえよう。長野県教育委員会が

こうした運動部活動の指針を示す根拠となったの

が、長野県中学生期のスポーツ活動検討委員会の

報告書32）であり、その中の「中学生期のスポーツ活

動の現状に関する考察」では、

○�日没時刻に合わせた放課後の活動時間は、夏季

が長く、冬季は短い。また、年間を通じて実施さ

れている朝の運動部活動は、冬季においては活

動時間の確保につながるが、夏季においては、

放課後の活動時間を考えると、中学生期にとって

活動時間が多すぎることが危惧される。

　�生徒の心身の疲労やバランスのとれた生活の観

点から、中学生にとって適切な1日の総活動時間

について基準を設定する必要がある。

○�本県においては、多くの運動部活動が、活動時

間の確保を目的とし「運動部活動の延長として

行われている社会体育活動」を実施しているが、

長時間の活動や夜間に及ぶ活動は、睡眠時間や

家庭学習時間、家族との夕食や団欒の時間に影

響を及ぼす可能性がある。

　�また、過度な活動や疲労の蓄積から、スポーツ

傷害やドロップアウトやバーンアウトに陥る可能

性も否定できないことから、「運動部活動の延

長として行われている社会体育活動」の見直し

を含め、一日の適切な活動時間や適切な休養日

の設定の検討が必要である。（下線は筆者）

と述べられている（関係部分のみ）。ここでは運動

過多の状況やその影響について触れられており、

長野県教育委員会はこうした状況を踏まえて英断

を下したといえるであろう。

　以上のような内容を踏まえると、運動器検診に

よって子どものスポーツ障害は発見され、それに

よって治療が行われることはその子どもにとっては

非常に有益であるし、学校教育活動にとって意義

深いことである。しかし、一方で、スポーツ障害を

体力･運動能力の低下、あるいはスポーツ外傷･障

害の問題について、表面的に捉えるだけでは学校

教育という立場としては十分とはいえず、問題解決

には近づけるためには、さらに根本的な部分に踏

み込む必要があろう。その根本的な内容こそが、

学校における健康に関する教育、すなわち保健教

育であるといえよう。

2．�保健学習の重要性とその現状

1）保健学習と保健指導
　保健教育には「保健学習」と「保健指導」という

二つの側面がある。保健学習は教科としての保健

教育をいい、小学校では体育科の「保健領域」、中

学校では保健体育科の「保健分野」、高等学校で

は「科目保健」であり、「家庭科」「総合的な学習の

時間」などの関連教科における「健康」に関する学

習活動を指す。一方、保健指導は特別活動や子ど

もへの個別指導など、教科外の保健教育のことで

ある33）。保健学習の目的は、健康に関する基礎的

な知識、理解を深めるために、健康の科学的な原
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理･原則を学び、さらに適切な意志決定や行動選

択ができる能力を育成することにある。また、保健指

導の目的は、保健学習で学んだ健康に関する知識

を日常生活に適用し、健康を保持増進するための

具体的な方法や態度を身につけることである34）。

　保健教育のうち学習指導要領に内容規定されて

いるのは保健学習であり、子どもたちが集団で同じ

時間に教科書を使い同一の学習内容を学ぶ。同時

に保健指導の目的でもある“健康を保持増進する

ための日常的な生活習慣の確立を図る”の基盤とな

る知識を学ぶ機会は、保健学習であるということ

を考えると、保健学習の学習内容や学習方法の工

夫は、健康に関する分野を学習する教科、とりわけ

その中心となるべき体育科、保健体育科に課せら

れた役割は大変重要である。

　一方、保健指導は学級活動などの特別活動の時

間を中心に、学校教育全体を通じて行われるもの

である。対象も集団だけでなく個人に対する場合

もあり、学級担任はもちろん、養護教諭などのが教

職員や、学校医、学校薬剤師など学校の医療関係

者も含んだ多くの人が関わる。内容が多岐にわたる

反面、指導者や学校によって格差が生じやすいと

いう面もある。

2）保健学習の現状
　健康の基盤となる知識や健康の保持増進をする

能力について学習する保健学習の重要性は前述し

た通りである。しかし、保健学習の中心をなす「保

健授業」の現状を考えてみるとその課題は少なくな

い。

　まず、あげられるのは配当される授業時間数の

少なさである。科目保健として独立している高等学

校は、保健授業が時間割に位置づけられ、学習指

導要領では入学年次及びその次の年次の2年間で

2単位（70単位時間注2）の時数が配当され、確実な

実施が見込まれる。しかし、小学校や中学校の保

健学習は、体育科・保健体育科の授業の1領域（1

分野）であるため、そうした単独の時間確保がなさ

れていない。小学校場合、第3・4学年の2年間で8

単位時間程度、第5・6学年の2年間で16単位時間

程度の計24単位時間程度の時間配当であり、中学

校では第1学年から第3学年の3年間で、48単位時

間程度の時間配当となっており、学習指導要領で

はそれに若干の幅を持たせる意味で「程度」として

いる35-37）。中学校第2学年以上では音楽科、美術

科などは年間35単位時間であるが、そうした科目と

学習内容、学習量などにおいて、ほぼ同等かそれ

以上と見なされる保健授業の配当時間数は非常に

少ない。

　次に保健授業の不定期性である。体育授業でよ

く使われる「雨降り保健」という言葉は、学校現場

ではある種の常識となっており、屋外種目の単元

では、雨天の場合には体育実技から保健へ変更し

て授業を行っているというのが多くの学校での現

状であろう。学習指導要領は「学習時間を継続的

又は集中的に設定することが望ましい。」38）として

いるが、実際には難しいことも多く、学習指導要領

でも「望ましい」という努力目標的表現にとどまっ

ているのはその表れであろう。

　さらに教師の教授能力の問題もある。中学校や

高等学校の保健授業は、保健体育または保健のあ

る程度の専門性を持った教員が担当する。それに

対し小学校では学級担任が担当する場合が多く、

専門性という点では中学校、高等学校の担当者と

は違う状況である。また、学校現場における研究

授業でも体育授業は多く見られるが、保健授業の

それは大変少ない。「教師の教授能力は就職前の

養成教育と現職教育によって培われると言われる

が、養成機関における学校保健の取得単位数や保

健関係の教科専門科目数が減少している。また、

教員の教授力の向上にとって大切な授業研究も、

時間数の多い体育の授業研究に重点を置く傾向が

あり、時間数の少ない保健の授業研究の活動は十

分とは言えない。」39）という指摘も示唆に富んでい

る。

　最後に保健授業の教材についてである。授業を
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構成する要素は「自己（本人）－他者（学習の仲

間・教師）－モノ・コト（教材・場）」であり、その三

者が相互に関係し合いながら活動していくことこそ

が授業である。その意味で教材は子どもの学びを

誘発する大きな要因となるのだが、保健学習の教

材は教科書を用いる授業が多い。しかし、その教

科書は健康という人間にとって永遠の課題ともいう

べき幅広い内容と膨大な情報量を取り扱わなけれ

ばならないため、項目一つ一つの記述は必要最低

限の知識を示しているに過ぎない。そのため、保健

の教科書は「記述の具体化」ではなく、抽象度の

高い言葉を遣いながら情報量を増やすという「記

述の微細化」が進められている。そのような教科

書を教材として授業を展開していけば、おのずと、

教科書の内容をいかに教えるか（覚え込ませる

か）が授業のテーマとなり、子どもにとっては教師

から解説・伝達される知識を一方通行で受容する

しかない解説型の授業となるのも致し方ないと言

えよう40）。

3）スポーツ障害を保健授業で取り扱う必然性
　「子どものロコモティブシンドローム予備軍化」、

「運動器の疾患」、「スポーツ障害の多発」など、

子どもの身体に関する様 な々問題が運動器検診実

施の直接的理由となっているが、これまで述べてき

たように、学校の保健教育においては、スポーツ障

害はさらに広い意味で捉える必要があり、その内

容も多岐にわたる。スポーツ障害は子ども自身の

運動やスポーツへの取り組み方はもちろん、生活様

式や生活習慣、運動習慣などの改善によって、予防

可能な障害である。換言すれば、子ども自身の理

解や自覚を学習し、深めることができれば十分改

善可能なものであるという意味では、運動の二極

化の問題は子どもに直接関わる大きな問題である

といえる。

　それでは、運動器検診実施の背景にある運動の

二極化の問題に対して保健授業はどう関わるべき

なのだろうか。運動に関わる保健の内容として学

習指導要領に示されているのは表1の通りである。

　また、保健授業については学習指導要領の「改

善の基本方針」41）では、

　ア．改善の基本方針

　ア）小学校、中学校及び高等学校を通じて、「体

育科、保健体育科については、その課題を踏まえ、

生涯にわたって健康を保持増進し、豊かなスポー

ツライフを実現することを重視し改善を図る。その

際、心と体をより一体としてとらえ、健全な成長を

表 1　運動に関わる保健の内容
学年 大項目 項目

小学校第3学年 （1）毎日の生活と健康 イ　1日の生活の仕方

小学校第4学年 （2）育ちゆく体とわたし ウ　体をよりよく発育･発達させるための生活

小学校第6学年 （3）病気の予防 イ　病原体がもとになって起こる病気の予防

中学校第1学年 （1）心身の機能発達と心の健康 ア　身体機能の発達

中学校第3学年 （4）健康な生活と疾病の予防
イ　生活行動･生活習慣と健康
　（イ）運動と健康
　（エ）調和のとれた生活と生活習慣病

高等学校
（1）現代社会と健康

イ　健康の保持増進と疾病の予防
　（ア）生活習慣病と日常の生活行動

（2）生涯を通じる健康
ア　生涯の各段階における健康
（ウ）加齢と健康
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促すことが重要であることから、引き続き保健と体

育を関連させて指導することとする。また、学習し

たことを実生活、実社会において生かすことを重視

し、学校段階の接続及び発達の段階に応じて指導

内容を整理し、明確に示すことで体系化を図る。」

としている。（下線は筆者）

と記述されており、体育との関連が示している。

　さらに、学習指導要領の総則第1の3「学校にお

ける体育・健康に関する指導」42）では、

　学校における体育・健康に関する指導は、生徒

の発達の段階を考慮して、学校の教育活動全体を

通じて適切に行うものとする。特に、学校における

食育の推進並びに体力の向上に関する指導、安全

に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する

指導については、保健体育科の時間はもとより、技

術・家庭科、特別活動などにおいてもそれぞれの

特質に応じて適切に行うよう努めることとする。ま

た、それらの指導を通して、家庭や地域社会との連

携を図りながら日常生活において適切な体育・健

康に関する活動の実践を促し、生涯を通じて健

康・安全で活力ある生活を送るための基礎が培わ

れるよう配慮しなければならない。（下線は筆者）

と述べられている。

　このような視点から保健授業を改めて概観して

みると、保健の学習内容は保健授業だけで完結さ

せるのではなく、体育との関連はもとより、他の教

科･領域との関連を十分に考慮することを重要視し

なければならないことは明らかである。

　保健授業を体育授業や運動部活動などの子ど

ものスポーツライフと関連づけて考えようとすれば、

保健授業でスポーツ障害を取り扱うのはむしろ必

然ともいえるのではないだろうか。しかも、スポーツ

障害を単に運動の仕方に起因する健康問題として

捉えるだけではなく、その背景にある子どもたち自

身の運動やスポーツへ取り組む姿勢であったり、

生活習慣であったりといった運動の二極化に関連

する広義の捉え方が必要となる。そして、こうした

一連の内容について、保健授業を中核にして、体育

の「体育理論」「実技」と関連づけるのはもちろん、

他の教科、領域との連携を考えていかなければな

らない。

4）保健教材としての運動器検診
　運動器検診がオーバーユース、マルユース、体力･

運動能力の低下といった子どもの運動・スポーツに

関わる広範な問題を含んでいることはこれまで述

べてきた通りである。それは保健教育の観点から、

子ども自身の健康、また将来を見通したスポーツラ

イフ、さらには健康と運動の関係を考える上で有為

な教材となる可能性を持っているともいえるが、現

実に教材となるかどうかは、教師自身が運動器検

診をどのように捉え、教材化していくかによって決

まるであろう。

　運動器検診を単にスクリーニングとして考え、医

学的な知識を伝達するだけの授業をイメージする

なら、保健授業としての教材化は難しいであろう。

しかし、「運動器検診を実施している理由とその

背景」、「検診結果からその原因を探る」、「運動

器検診の結果から対策を考える」、「運動が健康

に及ぼす影響」といった幅広い学習テーマを設定

することができれば、子どもが自らの体や生活と向

き合うような学習展開が期待できる。

　また、こうした学習テーマによる授業は、次期学

習指導要領でも注目されている「主体的・対話的

で深い学び」、いわゆる「アクティブ・ラーニング」

の視点からの学びにも繋がるものと考えられる。

2016（平成28）年の中教審答申43）の保健関係の内

容は、

《小学校》保健領域については、身近な生活にお

ける健康・安全についての基礎的・基本的な「知

識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学び

に向かう力・人間性等」の育成を重視する観点から、
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内容等の改善を図る。その際、自己の健康の保持

増進や回復等に関する内容を明確化するとともに、

「技能」に関連して、心の健康、けがの防止の内容

の改善を図る。また、運動領域との一層の関連を

図った内容等について改善を図る。

《中学校》保健分野については、個人生活におけ

る健康・安全についての「知識・技能」、「思考力・

判断力・表現力等」、「学びに向かう力・人間性等」

の育成を重視する観点から、内容等の改善を図る。

その際、心の健康や疾病の予防に関する健康課題

の解決に関わる内容、ストレス対処や心肺蘇そ生

法等の技能に関する内容等を充実する。また、個

人生活における健康課題を解決することを重視す

る観点から、健康な生活と疾病の予防の内容を学

年ごとに配当するとともに、体育分野との一層の関

連を図った内容等について改善を図る。

《高等学校》科目保健については、個人及び社会

生活における健康・安全についての総合的な「知

識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学び

に向かう力・人間性等」の育成を重視する観点から

内容等の改善を図る。その際、少子高齢化や疾病

構造の変化による現代的な健康課題の解決に関わ

る内容や、ライフステージにおける健康の保持増進

や回復に関わる内容及び一次予防のみならず、二

次予防や三次予防に関する内容を改善するととも

に、人々の健康を支える環境づくりに関する内容の

充実を図る。また、科目体育と一層の関連を図り、

心身の健康の保持増進や回復とスポーツとの関連

等の内容等について改善を図る。

と、小学校から高等学校までの保健授業に関して、

自己の健康課題について運動との関連を図りなが

ら、それぞれの発達段階に応じた形で主体的な学

習に取り組めるような内容の改善を図ることが示さ

れている。

　運動器検診を学習テーマにすることは、小学生

段階の「体の発育・発達」、中学生段階の「心身の

機能の発達」、中学生･高校生段階の「生活習慣病

の予防」、「生涯の各ライフステージおける健康」と

いった内容を学習できる教材化が可能である。そ

うした意味からも、運動器検診を教材とした保健

学習は、運動の価値と意味を健康と関連づけなが

ら学習を拡げ、深めていくことができるという点で、

中教審答申の内容を具現化するには十分な教材に

なり得るものと考えてよいであろう。

Ⅴ．まとめ・今後の課題
　本研究を通して、運動器検診は単なる学校健康

診断の1項目ということだけでなく、その実施の背

景から子どもの健康課題、さらには各ライフステー

ジおけるスポーツライフに関わる健康問題を考える

のに相応しい教材となる可能性を持っているといえ

る。

　「子どもの体力低下」、「生活習慣病の低年齢

化」といった健康問題はもちろん、「いじめ」「学校

不適応」などの心の問題も含め、現在、学校が抱え

る問題は多種多様であり、全ての学校に、全ての子

どもに起こる可能性のある深刻な状況にある。そ

れだけに子どもの健康に正面から向き合う保健教

育は今後益々その重要度は高まるであろう。

　その保健教育の中でも「心と体を一体にしてとら

え･･･」と教科目標に謳い、“心身の健康”を学習の中

心に据えている体育・保健体育は重要なキーパー

ソン的な教科である。「知育･徳育･体育」の三育論

を持ち出すまでもなく、学校教育が目指すべき全

人教育として体育は重要な位置を占めていること

は異論がないだろう。特に、保健は心身の健康を

学習の主テーマとする唯一の学習であることを考

えれば、保健授業の充実は保健体育教諭をはじめ、

それを担当する教員にとっては喫緊の課題となろう。

　運動器検診は子どもの健康に対する一種の危

機感の表れという見方もできるが、逆に子ども自身

が自らの健康について明確に意識し、さらに広い
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視野から幅広く健康問題をとらえることが可能な

教材でもある。しかしその一方で、幅広い学習テー

マの設定が可能だからこそ、系統的な学習構成は

不可欠である。また、「主体的・対話的で深い学

び」であるアクティブ・ラーニング的な視点で学習

を展開するためには、幅広い学習内容から、子ども

の実態に即した学習内容を精選したり、それを補

足・強化したりする参考資料を含めた教材化は難

しい問題も残る。その意味では運動器検診を保健

授業、さらには保健教育の一環として捉えていく課

題も明らかになったように思う。

　今後はさらに運動器検診を保健教育に活かす

ための具体的な教材事例について、授業実践を含

め研究を深めていきたいと考えている。

注
注1　�ボール投げは、小学校においてはソフトボール

（1号）を、中学校ではハンドボール（2号）を使
用することになっている。

注2　�単位時間とは1回の授業に割り当てられる時間
のことで、1単位時間を小学校では45分、中学
校、高等学校では50分を標準としている。
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